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（単位：人）

区　　分 会員数 被扶養者数

現
職
会
員

市町村共済 一 般 職・ 特 別 職 17,540 15,484 
短 時 間 勤 務 職 員 等 4,405 1,079 

その他 一 般 職・ 特 別 職 434 158 
短 時 間 勤 務 職 員 等 714 175 

互 助 会 5 0
計 23,098 16,896 

退 職 会 員 等 2,391 1,189 
合　　計 25,489 18,085 

※現職会員は、短時間勤務職員等加入後の令和４年 10月からの平均会員数・被扶養者数です。

令和4年度 掛金率及び負担金率
令和４年４月～9月【算定基礎：給料月額】

(単位：‰)

区　　　　分 一般職 特別職

掛 金 率

給 付 事 業 会 計 0.5 0.4
退職福祉事業会計 0.5 0.4
共 済 事 業 会 計 1.0 0.8

計 2.0 1.6

負担金率

給 付 事 業 会 計 2.0 1.6
退職福祉事業会計 － －
共 済 事 業 会 計 － －

計 2.0 1.6

合　 計

給 付 事 業 会 計 2.5 2.0
退職福祉事業会計 0.5 0.4
共 済 事 業 会 計 1.0 0.8

計 4.0 3.2

令和４年10月～令和5年3月【算定基礎：標準報酬月額】
(単位：‰)

区　　　　分 一般職・特別職

掛 金 率

給 付 事 業 会 計 0.475
退職福祉事業会計 0.475
共 済 事 業 会 計 0.950

計 1.900

負担金率

給 付 事 業 会 計 1.900
退職福祉事業会計 －
共 済 事 業 会 計 －

計 1.900

合　 計

給 付 事 業 会 計 2.375
退職福祉事業会計 0.475
共 済 事 業 会 計 0.950

計 3.800

会員数及び平均給料月額の推移

※４年度末推計は、平均標準報酬月額です。

3年度末見込 4年度末推計元年度末実績 2年度末実績

（単位：円）
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管理費
57,252千円
  〔17.04%〕

事　業　費
265,984千円
〔79.18%〕

他会計振替額 8,750千円〔2.61%〕
支払準備金積立 2,697千円〔0.80%〕
　　　　　法人税等 1,234千円

〔0.37%〕長期前受収益
引当預金取崩収益
46,016千円
  〔13.02%〕

特定資産運用益 2,220千円
〔0.63%〕

基本財産運用益 2千円〔0.01%〕拠出金等預り金取崩収益 
24,624千円〔6.97%〕

事 業 収 益
271,591千円
〔76.88%〕

雑収益
62千円〔0.02%〕
他会計振替額 8,750千円〔2.47%〕

令和4年4月1日から令和5年3月31日まで

科　　　目 合　　　計 法人会計 公益事業会計 給付事業会計等 厚生事業会計

Ⅰ　経常収益の部

　基本財産運用益 2,000 2,000

　特定資産運用益 2,220,000 2,220,000

　事業収益

　　受取掛金・受取負担金 241,599,000 241,599,000

　　受取保険手数料 29,992,000 29,992,000

　　長期前受収益引当預金取崩収益 46,016,000 46,016,000

　　拠出金等預り金取崩収益 24,624,000 24,624,000

　雑収益 62,000 7,000 55,000

　他会計振替額 8,750,000 5,000,000 3,750,000

　支払準備金取崩収益

　経常収益合計 （A）353,265,000 5,002,000 3,750,000 314,466,000 30,047,000

　正味財産期首残高 450,168,000 26,297,000 0 323,489,000 100,382,000

　収益合計 （B）803,433,000 31,299,000 3,750,000 637,955,000 130,429,000

Ⅱ　経常費用の部

　事業費 265,984,000 3,750,000 262,234,000

　管理費 57,252,000 6,040,000 28,187,000 23,025,000

　他会計振替額 8,750,000 5,000,000 3,750,000

　支払準備金積立 2,697,000 2,697,000

　法人税等 1,234,000 1,000 398,000 835,000

　経常費用合計 （C）335,917,000 6,041,000 3,750,000 298,516,000 27,610,000

　当期正味財産増減額 （A）－（C） 17,348,000 △ 1,039,000 0 15,950,000 2,437,000

　正味財産期末残高 （B）－（C）467,516,000 25,258,000 0 339,439,000 102,819,000

353,265千円総括表（経常収益） 335,917千円総括表（経常費用）

令和4年度事業計画及び予算
（単位：円）

正味財産増減計算書総括表正味財産増減計算書総括表

3 4月号



令和4年4月以降の改正内容
　引き続き円滑な事業運営を図るため、次のとおり掛金・負担金や事業内容などを改正することとなり
ましたので、ご理解のほどよろしくお願いします。

令和4年4月～

○退会記念給付金を在会年数に応じた給付額に変更！
○災害見舞金の給付要件を変更！
○退職医療給付事業への加入要件、退職医療返還一時金等の算定基礎額の変更！

令和4年10月～

○掛金・負担金の算定基礎を、給料月額から標準報酬月額へ！掛金・負担金率を2.0‰から1.9‰へ！！
　現在、掛金・負担金の算定基礎を「給料月額」としていますが、令和４年10月からは、「標準報酬月額」※を算定基礎
とします。また、算定基礎の変更に伴い、掛金・負担金率を現行の2.0‰（特別職は1.6‰）から、現職会員全員一律の
1.9‰へ引き下げます。
○退職医療給付事業に加入するときの一時拠出金の算定基礎を給料月額から標準報酬月額へ！
※「標準報酬月額」は、給料や扶養手当などの「固定的給与」＋時間外勤務手当などの「非固定的給与」から算定し、共済組合など
が決定します。

令和5年4月～

○退職医療給付金の基礎控除額（7,000円→8,000円）を変更！
　　退職会員等及びその被扶養者が医療機関等を受診し、窓口で支払った自己負担の額が基礎控除額（1件につき7,000
円）を超える場合、超える額から医療保険者が給付する高額療養費や附加給付などを除いた額を請求に基づき給付し
ていますが、令和５年４月診療分からは、その基礎控除額を１件につき8,000円に引き上げます。

区　　分 現　行 改　正　後

退 会 記 念 給 付 金

【給付要件】
現職会員期間が引き続き 10年以上あり、かつ、
現職会員期間中に職員研修事業助成金 ( 昭和 61
年度以後の全ての助成金を対象とする ) を受けて
いないときに、旅行クーポン券を給付する。

一律　50,000円

【給付要件】
現行と同じ。ただし、令和4年4月1日以後の退職
者からは、現職会員期間に応じた旅行クーポン券
を給付する。

＜現職会員期間＞
・10年以上20年未満　20,000円
・20年以上30年未満　30,000円
・30年以上　　　 　　  40,000円

災 害 見 舞 金

【給付要件】
現職会員が水震火災その他の非常災害により、そ
の住居及び家財の5分の1以上が焼失し、又は滅
失したときに給付する。

50,000円

【給付要件】
現行と同じ。ただし、令和 4年 4月 1日以後の
該当者からは、共済組合から地方公務員等共済組
合法第73条に規定する災害見舞金を受けること
ができる場合を除く。　　　　　　  50,000円

退職医療給付事業への
加 入 要 件
退職医療返還一時金等

【退職医療給付事業への加入要件等】
満55歳以上満70歳未満である現職会員が退職又
は死亡したとき、退職会員の資格を取得すること
ができる。なお、当該加入要件を満たさないとき
又は加入しなかったときは、下記計算式に基づく
合算額を退職医療返還一時金として給付する。

【退職医療給付事業への加入要件等】
令和4年4月1日以後に現職会員となった者から、
退職又は死亡の日の前日まで引き続いて1年以上
現職会員であることを加入要件に加える。なお、
当該加入要件を満たさないとき又は加入しなかっ
たときは、下記計算式に基づく合算額を退職医療
返還一時金として給付する。

※ 退職医療給付事業加入後、
60歳未満で死亡又は脱退
する場合に給付される「退
職医療死亡弔慰金」、「退職
医療脱退一時金」について
も同様の取扱いとなりま
す。詳しくは、７ページを
ご参照ください。

①5,000円×年数
( 平成 7 年 4 月 1 日～平成 18 年 3 月 31 日
までの現職会員期間の年数 )

② 2,000円×年数
( 平成 18年 4月 1日～退職日又は死亡日まで
の現職会員期間の年数 )

①現行と同じ。
②2,000円×年数
( 平成 18 年 4 月 1 日～令和 4年 3月 31 日
までの現職会員期間の年数 )

③ 1,000円×年数
(令和4年4月1日～退職日又は死亡日までの
現職会員期間の年数 )

給付内容の詳細は、

各事業の該当ページを

ご参照ください。
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１
千
円
を
推
計
し
て
い
ま

す
。

（単位：千円）

事 業 項 目 予算額 備　考

公立養護施設に対する奉
仕に関する事業 1,250 5 施設へ

実施

地域住民の自治意識の啓
発に関する事業 1,250 5 市町へ

実施

市町又は市町職員が住民
を対象として行う文化活動
に対する助成に関する事業

1,250 5 市町へ
実施

合　　　計 3,750

令和4年度公益事業実施計画

5 4月号



退
職
福
祉
事
業
会
計

退
職
福
祉
事
業
会
計

―
退
職
医
療
給
付
金
の
基
礎
控
除
額
は

引
き
続
き
７
千
円
―

　
こ
の
会
計
は
、
現
職
会
員
が
退
職
後

に
国
民
健
康
保
険
等
に
加
入
し
た
場

合
、
医
療
費
の
自
己
負
担
が
増
大
し
、

長
期
入
院
を
し
た
場
合
な
ど
は
、
生

活
費
に
も
大
き
な
影
響
が
あ
り
ま
す

の
で
、
そ
の
不
安
を
軽
減
・
解
消
す
る

た
め
、
退
職
後
満
60
歳
に
達
し
た
日
か

ら
満
70
歳
に
達
し
た
日
の
属
す
る
月
の

月
末
ま
で
の
間
、
保
険
医
療
費
の
自
己

負
担
の一部
の
補
て
ん
に
な
る
退
職
医
療

給
付
金
な
ど
、
４
つの
給
付
を
行
って
い

ま
す
。
支
給
要
件
等
は
、
４
ペ
ー
ジ
の

改
正
内
容
に
記
載
し
た
と
お
り
、一部

変
更
が
あ
り
ま
す
。

　

経
常
収
益
合
計
は
、
長
期
前
受
収

益
引
当
預
金
取
崩
収
益
な
ど
７
２
８
６

万
１
千
円
。
経
常
費
用
合
計
は
、
事
業

費
６
１
４
６
万
円
と
管
理
費
９
０
３
万

２
千
円
に
所
得
税
等
を
加
え
た
７
０
９
８

万
９
千
円
で
、
当
期
正
味
財
産
増
減
額

１
８
７
万
２
千
円
と
な
る
結
果
、
正
味

財
産
期
末
残
高
は
７
６
８
６
万
８
千
円

を
推
計
し
てい
ま
す
。

給 付 事 業 等給 付 事 業 等 のの 給 付 内 容給 付 内 容
入院差額料補助金 予算額　3,984,000円 災害見舞金 予算額　250,000円

現職会員又はその被扶養者が入院し、特別療養環境室料を要しない病室
の空きがない場合にその室料の差額を負担した場合

　1日につき2,000円　（1事業年度100日限度)

現職会員が水震火災その他の非常災害により住居又は家財の1／ 5以上の
損害（共済組合からの災害見舞金を受けることができる場合を除く。）を受
けた場合 50,000円

入院見舞金 予算額　6,680,000円 結婚祝金 予算額　12,120,000円
現職会員が病気又は負傷で保険医療機関に引き続き8日以上入院した場合

20,000円
現職会員が結婚した場合（退職後3か月以内の場合を含む。）　　　　　　

初婚…30,000円　再婚…15,000円

出産祝金 予算額　15,860,000円 入学祝金 予算額　34,250,000円
現職会員又はその配偶者が出産した場合(退職後6か月以内の場合を含む。)

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 20,000円 現職会員の子が小学校及び中学校に入学した場合　　　　　　25,000円

永年会員祝金 予算額　12,460,000円 死亡弔慰金 予算額　5,300,000円
現職会員の在会期間が引き続き20年及び30年に達した場合（特別職は、
10年又は15年）

　20年(特別職10年)…10,000円　30年(特別職15年)…15,000円

現職会員又はその配偶者、子、父母及び被扶養者が死亡した場合
　現職会員…30,000円　現職会員以外…10,000円

人間ドック等補助金 予算額　23,630,000円 在宅看護見舞金 予算額　90,000円
現職会員又はその被扶養者が人間ドックを利用した場合又は現職会員が
脳ドックを利用した場合　　　　　　　　　　 １受検　一律　2,000円

現職会員又は同居の家族が自宅において同居の常時介護を必要とする家
族を1月以上看護した場合　　　　　　　 10,000円（１事業年度に1回）

銀婚祝金 予算額　2,835,000円 生涯生活設計セミナー開催費 予算額　350,000円

現職会員が結婚して満25年を迎えた場合　　　　　　　　　  15,000円 共済組合と共同してライフプランセミナーを開催する。

遺児奨学一時金 予算額　1,500,000円 退会記念給付金 予算額　20,890,000円
現職会員が死亡したとき、生計を同じくしている18歳に達する日以後の
最初の3月31日までの間にある子（就労している子は除く。）

　１子につき100,000円

現職会員が退職した場合において、その者の引き続く現職会員期間が次
に掲げる年数に至ったときで、かつ、現職会員期間中に職員研修事業助
成金の給付を受けていないとき

現職会員期間
・10年以上20年未満　20,000円
・20年以上30年未満　30,000円　　旅行クーポン券
・30年以上　　　　　 40,000円　

医療補助金 予算額　60,575,000円
現職会員又はその被扶養者が保険医療機関に医療費の支払をした場合

1件につき13,000円を控除した金額(100円未満は切捨て)

現 職 会 員

合計 314,466 千円
給付事業等（経常収益）

受取負担金
138,057千円
  〔43.90%〕

受取掛金
103,542千円
  〔32.93%〕

長期前受収益
引当預金取崩
収益
46,016千円
  〔14.63%〕

拠出金等引当預金取崩収益
24,624千円 
 〔7.83%〕

雑収益 7千円 〔0.01%〕
特定資産運用益
2,220千円 〔0.70%〕

合計 298,516 千円
給付事業等（経常費用）

事業費（人間ドック等補助金、
医療補助金、退職医療給付金等）
262,234千円   〔87.85%〕

管理費（給料手当、
賃借料、印刷製本
費等）
28,187千円
  〔9.44%〕

他会計振替額
 5,000千円 〔1.68%〕

支払準備金積立
2,697千円 〔0.90%〕
所得税等
398千円 〔0.13%〕

64月号



厚
生
事
業
会
計

厚
生
事
業
会
計

　

こ
の
会
計
は
、
互
助
会
唯
一
の

収
益
事
業
で
す
。

　

現
職
会
員
等
の
生
活
の
安
定
と

福
祉
の
増
進
を
図
る
た
め
、
次
の

事
業
を
継
続
実
施
し
て
い
ま
す
。

１　

が
ん
保
険
事
業

２　

共
済
グ
ル
ー
プ
保
険
事
業

　
　
　
　
　
　
　
　
（
受
託
業
務
）

　

①　

団
体
定
期
保
険

　

②　

団
体
定
期
保
険
プ
ラ
ス

　

③　

医
療
保
障
保
険

　

④　

療
養
給
付
プ
ラ
ン

　

⑤　

長
期
療
養
給
付
プ
ラ
ン

　

⑥　

医
療
費
支
援
制
度

　

⑦　

重
病
克
服
支
援
制
度

３　

積
立
年
金
事
業

　
　
　
（
新
規
加
入
者
募
集
中
止
）

　

保
険
内
容
等
に
つ
い
て
は
昨
年

と
同
様
で
す
。

　

本
年
も
新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス

感
染
症
の
感
染
予
防
対
策
を
徹
底

し
た
上
で
、
令
和
５
年
の
募
集
を

順
次（
が
ん
保
険
６
月
〜
・
共
済

グ
ル
ー
プ
保
険
７
月
下
旬
〜
）実

施
す
る
予
定
で
す
の
で
、
継
続
加

入
及
び
新
規
加
入
に
つ
い
て
ご
検

討
く
だ
さ
い
。(

事
業
の
詳
細
は
、

募
集
時
に
配
付
す
る
パ
ン
フ
レ
ッ

ト
等
で
ご
確
認
く
だ
さ
い
。)

　

経
常
収
益
合
計
は
、
受
取
保
険

手
数
料
な
ど
３
０
０
４
万
７
千

円
。
経
常
費
用
合
計
は
、
管
理
費

２
３
０
２
万
５
千
円
に
公
益
事

業
会
計
へ
の
振
替
額
３
７
５
万

円
と
法
人
税
等
を
加
え
た

２
７
６
１
万
円
で
、
当
期
正
味

財
産
増
減
２
４
３
万
７
千
円
と

な
る
結
果
、
正
味
財
産
期
末
残

高
１
億
２
８
１
万
９
千
円
を
推

計
し
て
い
ま
す
。

退 職 福 祉 事 業退 職 福 祉 事 業 のの 給 付 内 容給 付 内 容
退職医療給付金 予算額　33,304,000円 退職医療返還一時金 予算額　24,624,000円

退職会員等が病気又は負傷で保険医療機関等に医療費の支払をした場合
•1件につき7,000円を控除した金額（100円未満は切捨て）

現職会員が退職した場合において、退職会員になる資格のない者又は退
職会員にならなかった者
(平成７年４月１日から平成18年３月31日までの在職期間１年につき
5,000円）＋（平成18年４月１日から令和４年３月31日までの在職期間１年
につき2,000円）＋（令和４年４月１日以後の在職期間１年につき1,000円）
（6月未満の端数は切捨て、6月以上の端数は1年に切上げ）

退職医療死亡弔慰金 予算額　305,000円 退職医療脱退一時金 予算額　3,227,000円
（1）退職会員等が満55歳以上満60歳未満で死亡した場合
（一時拠出金額）＋(平成７年４月１日から平成18年３月31日までの在
職期間１年につき5,000円）＋（平成18年４月１日から令和４年３月
31日までの在職期間１年につき2,000円）＋（令和４年４月１日以後
の在職期間１年につき1,000円）
（6月未満の端数は切捨て、6月以上の端数は1年に切上げ）

（2）退職会員等が満60歳以上70歳未満で死亡した場合
　　• 給付残存期間1年につき10,000円（1年未満の端数は切捨て）

（1）退職会員等が満55歳以上満60歳未満で脱退した場合
（一時拠出金額）＋(平成７年４月１日から平成18年３月31日までの在
職期間１年につき5,000円）＋（平成18年４月１日から令和４年３月
31日までの在職期間１年につき2,000円）＋（令和４年４月１日以後
の在職期間１年につき1,000円）
（6月未満の端数は切捨て、6月以上の端数は1年に切上げ）

（2）退職会員等が満60歳以上70歳未満で脱退した場合
　　• 給付残存期間1年につき10,000円（1年未満の端数は切捨て）

退 職 会 員

合計 30,047千円
厚生事業会計（経常収益）

合計 27,610千円
厚生事業会計（経常費用）

受取保険手数料
29,992千円
〔99.82%〕

雑収益
55千円 〔0.18%〕

法人税等
835千円 〔3.02%〕

管理費（給料手当、旅費交通費、賃借料等）
23,025千円
  〔83.40%〕

他会計振替額
3,750千円 
〔13.58%〕

7 4月号



互 助 会 の 概 況
（令和4年2月末現在）

・所 属 所 数  44
・会　員　数 現職会員 17,752 人
 退職会員 2,573 人
・被扶養者数  17,084 人
・平均給料月額 291,704 円
発行所／一般財団法人愛媛県市町村職員互助会　松山市三番町5丁目13番地1　TEL／089-945-4045㈹　編集発行人／伊藤　正

愛媛県と高知県の県境に位置する篠山の麓。宇和島市津島町槇川にある山本牧場
では、春になると色鮮やかな芝桜が、緑の大地一面に可憐に咲きます。
また、芝桜が見頃の時期には牧場内にカフェが併設され、放し飼い有精卵の卵かけ
ごはんやソフトクリームなどを堪能することができます。

「芝桜」宇和島市

共済グループ保険の配当率

保険の種類 配当率等
団体定期保険 57.930%
団体定期保険プラス 51.293%
医療保障保険 38.234%
療養給付プラン
長期療養給付プラン 無事故　20.000%

　皆さまにご加入いただいております共済グループ
保険の配当率は、右表のとおりとなりました。この
配当率等に基づき計算された配当金は、令和4年2月
25日に加入者の指定口座に送金しています。

～ 共済グループ保険の配当金 ～


